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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

  Ⅴ-2-2-14「格納容器圧力逃がし装置基礎の耐震性についての計算書」の記載内容を補足するた

めの資料を以下に示す。 

 

 

別紙１ 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 

別紙２ 地震荷重の入力方法 

別紙３ 応力解析における断面の評価部位の選定 

別紙４ 杭の極限支持力及び極限引抜き抵抗力の設定 

別紙５ 杭頭接合部の検討 

 

下線部：今回ご提示資料 

 

 



 

 
 
 
 
 
 

別紙 1 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 
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1. 概要 
  本資料は，格納容器圧力逃がし装置基礎（以下「装置基礎」という。）の基礎スラブの応力解析

におけるモデル化，境界条件及び拘束条件についての概要を示すものである。 
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2. 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件 
  装置基礎の基礎スラブの応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件を表 2－1に示す。 
 
  杭基礎の底面地盤ばねの設定における基本的な考え方は，以下のとおり。 

・水平ばね 

    地震応答解析モデルにおける地盤部分の 3次元 FEMモデルを用いて無質量剛基礎による水

平方向の加振解析を行い，算定した複素インピーダンスの実部から設定する。 

・鉛直ばね 

    水平ばねと同様に算定した複素インピーダンスの実部から設定する。水平加力時の鉛直ば

ねについては，転倒モーメントを適切に評価するため，回転方向の加振解析により算出した

回転ばねより設定する。鉛直加力時及び長期荷重時の鉛直ばねについては，ロッキング挙動

が卓越しないため，鉛直方向の加振解析から算出した鉛直ばねより設定する。 

 

有限要素法を用いた解析モデルにおける要素分割の考え方＊については，以下のとおり。 

・シェル要素 

    要素分割は，基本的には発生する応力状態によって決まり，構造形状と荷重状態より要素

分割数を考慮する。要素形状の縦横比（アスペクト比）は，重要部分で 1：2以下，その他の

領域や応力変化が少ない領域では，1：3程度までで，分割に際しては 4角形要素を利用して

格子状とするのが一般的である。また，面内曲げ・軸力及び面外のせん断や曲げを受ける部

材のシェル要素の辺の長さは，シェルの広がり方向の応力分布の状態から決まり，応力変化

が大きい領域は要素を小さくする必要がある。 

 

   注記＊：構造解析のための有限要素法実践ハンドブック（非線形 CAE協会，2008 年） 
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表 2－1 装置基礎の基礎スラブ(1/4) 

  

モデル概要 
〇モデル化範囲 

 ・基礎スラブ及び遮蔽壁をモデル化する。 

 

〇使用要素 

 ・基礎スラブ，遮蔽壁：シェル要素 
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表 2－1 装置基礎の基礎スラブ(2/4) 

  

モデル概要 
〇要素分割 

・要素の一辺の長さを 1m以下として分割する。上部構造及び杭のモデル化に加え，フィルタ装置

の荷重を考慮するため，遮蔽壁，杭及びフィルタ装置の位置を考慮して分割する。 

 

 
（単位：m） 

モデル概要（基礎スラブ） 
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表 2－1 装置基礎の基礎スラブ(3/4) 

 
  

境界条件，拘束条件 
上部構造物と基礎スラブの境界 
・基礎スラブと上部構造物との境界部においては，上部構造物の剛性を考慮することで，基礎ス

ラブの応力・変形状態を評価する。 
・主要な開口部については，要素を設置しないことで考慮する。 

基礎スラブと地盤の境界 
・基礎スラブ底面の地盤ばね 
設定に用いる水平ばね，回転ばね及び鉛直ばねは，地震応答解析モデルにおける地盤部分の 3
次元 FEM モデルを用いて加振解析を行い，算定した複素インピーダンスの実部から設定する。

解析に用いる水平ばね及び鉛直ばねは以下のとおりとする。 
水平ばね：設定した水平ばねを以下の式で離散化 

/
H H

K k n=  
鉛直ばね：水平加力時は設定した回転ばねを以下の式で離散化し，NS 方向と EW 方向の平均

値により鉛直ばねを算定 

2

1
/

n

V R ii
K k L

=
= ∑  

鉛直加力時及び長期荷重時は鉛直ばねを以下の式で離散化 

/
V V

K k n=  
ここで， 

H
K ：応力解析で用いる水平地盤ばね定数 

V
K ：応力解析で用いる鉛直地盤ばね定数 

H
k ：加振解析により設定した水平地盤ばね定数 

R
k  ：加振解析により設定した回転地盤ばね定数 

V
k  ：加振解析により設定した鉛直地盤ばね定数 
n   ：杭本数 

i
L  ：各杭の中心と基礎スラブの回転中心軸との距離 

 
・上記の地盤ばね（3 方向）は各杭位置周辺の 7～8 節点に均等に離散化してモデル化する。 
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表 2－1 装置基礎の基礎スラブ(4/4) 

 
 
  

基礎スラブと地盤の境界 
 

 

 

 

  
 

モデル概要 

基礎スラブ

ばね要素

：地盤ばね 

：場所打ち鋼管コンクリート杭 

PN

各杭位置に設置される

底面地盤ばね(3方向) 

（単位：m） 



 

 
 

別紙1－1 底面地盤ばねの設定方法 

 

 



 

 
 

目  次 

 

1. 概要  ·························································· 別紙 1-1-1 

2. 算出方法  ······················································ 別紙 1-1-1 

3. 算出結果  ······················································ 別紙 1-1-5 

 



 

別紙 1-1-1 

 

1. 概要 

本資料は，Ⅴ-2-2-14「格納容器圧力逃がし装置基礎の耐震性についての計算書」にお

ける，応力解析に用いる基礎スラブ底面の地盤ばね定数の設定方法を示すものである。 

 

2. 算出方法 

格納容器圧力逃がし装置基礎（以下「装置基礎」という。）は 3次元 FEMモデルを用い

ての地震応答解析を行っている。そのため，応力解析に用いる基礎スラブ底面の地盤ば

ね定数も同様の 3次元 FEMモデルを用いた加振解析により算出する。 

解析モデルは，Ⅴ-2-2-13「格納容器圧力逃がし装置基礎の地震応答計算書」におけ

る 3次元 FEMモデルのうち，遮蔽壁及び基礎スラブの一軸多質点系モデルを除いたもの

とする。なお，基礎スラブ－原地盤間，杭－原地盤間及び地盤改良体－原地盤間のジョ

イント要素は削除し，基礎スラブ－原地盤間は相互作用のない二重節点とし，杭－原地

盤間及び地盤改良体－原地盤間は節点共有とする。地盤定数は，地震時に地盤の非線形

化が最も進行する基準地震動 Ss-1の等価地盤物性値とする。解析モデルを図 2－1に，

地盤定数を表 2－1に示す。 

加振方法は単位加振，加振位置は基礎スラブ中央とし，加振方向は NS方向，EW方向

及び鉛直方向とする。加振位置と加振方向を図 2－2に示す。加振解析には，解析コー

ド「ＳｏｉｌＰｌｕｓ」を用いる。 

地盤ばね定数は，加振解析で算出したインピーダンスの実部の値のうち，振動数が

0.2Hzの際の値とする。地盤ばね定数とインピーダンスの概念図を図 2－3に示す。  
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(a) 装置基礎－杭モデル (b) 地盤改良体モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 全体モデル 

図 2－1 解析モデル 
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表 2－1 地盤定数 

（a）原地盤 

 

 

（b）地盤改良体（置換（CD）） 

 

注：T.M.S.L.-10.6m以深は原地盤の値を採用する 

 

（c）地盤改良体（置換（開削）） 

 

注：T.M.S.L.-10.6m以深は原地盤の値を採用する 

 

（d）地盤改良体（高圧噴射） 

 

注：T.M.S.L.-3.5m 以深は原地盤の値を採用する 
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図 2－2 加振位置と加振方向 

 

 

図 2－3 地盤ばね定数とインピーダンスの概念図 
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3. 算出結果 

杭頭位置を水平，回転及び鉛直に加振した際のインピーダンスの算出結果を図 3－1～

図 3－3に，作成した地盤ばね定数を表 3－1に示す。 

  



 

別紙 1-1-6 

 

 

 

(a)水平方向 

 

 

(b)回転方向 

図 3－1 杭頭インピーダンス（NS方向） 
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(a)水平方向 

 

 

(b)回転方向 

図 3－2 杭頭インピーダンス（EW方向） 
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図 3－3 杭頭インピーダンス（鉛直方向） 

 

 

表 3－1 地盤ばね定数 

ばねの種類 NS方向 EW方向 鉛直方向 

水平地盤ばね
H

k (kN/m) 1.81×106 1.65×106 ― 

回転地盤ばね
R

k  (kN･m/rad) 7.12×108 6.42×108 ― 

鉛直地盤ばね
V
k  (kN/m) ― ― 1.98×107 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

別紙 3 応力解析における断面の評価部位の選定 
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1. 概要 

  本資料は，格納容器圧力逃がし装置基礎（以下「装置基礎」という。）の基礎スラブの応力解析

における断面の評価部位の選定に関し，工認記載の断面の評価要素の選定結果について示すもの

である。 



別紙 3-2 

2. 断面の評価部位の選定 

  装置基礎の基礎スラブの荷重の組合せケースを表 2－1に，基礎スラブの配筋一覧を表 2－2及

び表 2－3に，せん断補強筋の配筋領域を図 2－1に示す。 

  装置基礎の面外せん断力の検討においては，開口部の範囲を除く遮蔽壁直下の要素を評価対象

外とする。ただし，B通りの開口部については，基礎スラブ上端から開口下端までの高さが 3300mm

あることから，当該開口部直下の基礎スラブの面外変形は十分に拘束されると判断できるため，

評価対象外とする。また，装置基礎においては，基礎スラブ厚さに対して杭と遮蔽壁の間隔が狭

く，せん断スパン比が 1以下であることから，遮蔽壁からの地震力は基礎スラブ内でアーチ作用

により斜めに伝わる圧縮力として杭へ流れる。そのため，遮蔽壁と杭の間の要素のうち，遮蔽壁

からの距離が基礎スラブ厚の 1/2に包絡される要素についても，面外せん断力の評価対象外とす

る。面外せん断力の評価対象外範囲を図 2－2に示す。 

  各評価項目の検定値一覧を表 2－4 に，断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価

結果を図 2－3 に，断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの応力コンター図を図 2－4

に示す。 
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表 2－1 荷重の組合せケース 

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1 

1.0：0.4 

上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓWE－0.4ＳｓUD＋ＢＬ 
2 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓWE＋0.4ＳｓUD＋ＢＬ 
3 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓEW－0.4ＳｓUD＋ＢＬ 
4 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓEW＋0.4ＳｓUD＋ＢＬ 
5 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓSN－0.4ＳｓUD＋ＢＬ 
6 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓSN＋0.4ＳｓUD＋ＢＬ 
7 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓNS－0.4ＳｓUD＋ＢＬ 
8 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓNS＋0.4ＳｓUD＋ＢＬ 
9 

0.4：1.0 

上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓWE－1.0ＳｓUD＋ＢＬ 
10 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓWE＋1.0ＳｓUD＋ＢＬ 
11 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓEW－1.0ＳｓUD＋ＢＬ 
12 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓEW＋1.0ＳｓUD＋ＢＬ 
13 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓSN－1.0ＳｓUD＋ＢＬ 
14 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓSN＋1.0ＳｓUD＋ＢＬ 
15 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓNS－1.0ＳｓUD＋ＢＬ 
16 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓNS＋1.0ＳｓUD＋ＢＬ 
17 

1.0：0.4 

上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓWE－0.4ＳｓUD 
18 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓWE＋0.4ＳｓUD 
19 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓEW－0.4ＳｓUD 
20 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓEW＋0.4ＳｓUD 
21 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓSN－0.4ＳｓUD 
22 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓSN＋0.4ＳｓUD 
23 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓNS－0.4ＳｓUD 
24 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓNS＋0.4ＳｓUD 
25 

0.4：1.0 

上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓWE－1.0ＳｓUD 
26 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓWE＋1.0ＳｓUD 
27 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓEW－1.0ＳｓUD 
28 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓEW＋1.0ＳｓUD 
29 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓSN－1.0ＳｓUD 
30 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓSN＋1.0ＳｓUD 
31 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓNS－1.0ＳｓUD 
32 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓNS＋1.0ＳｓUD 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｅ ：機器荷重 

Ｐｓ ：積雪荷重 

ＳｓWE ：水平地震荷重（W→E入力，EW方向） 

ＳｓEW ：水平地震荷重（E→W入力，EW方向） 

ＳｓSN ：水平地震荷重（S→N入力，NS方向） 

ＳｓNS ：水平地震荷重（N→S入力，NS方向） 

ＳｓUD ：鉛直地震荷重 

ＢＬ ：浮力 
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表 2－2 装置基礎の基礎スラブの配筋（主筋） 

スラブ厚 

(m) 
方向 位置 設計配筋 

断面積 

(mm2/m) 

2.5 

NS 
上ば筋 2-D38@200 11400 

下ば筋 2-D38@200 11400 

EW 
上ば筋 2-D38@200 11400 
下ば筋 2-D38@200 11400 

 

 

表 2－3 装置基礎の基礎スラブの配筋（せん断補強筋） 

 鉄筋 ピッチ 
断面積 

（mm2／m2） 

領域 A D25 @400×@400 3169 

領域 B D25 @400×@200 6338 

 

 

（単位：m）      

図 2－1 装置基礎の基礎スラブの配筋領域（せん断補強筋） 
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               （単位：m） 

(b)A-A断面図 

図 2－2 面外せん断力評価対象外範囲 
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(a)平面図 
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表 2－4 各評価項目の検定値一覧 

項目 方向 要素番号 
荷重 

ケース 
検定値 

軸力 
＋ 

曲げモーメント 
＋ 

面内せん断力 

NS 1319 24 0.549 

EW 3120 18 0.522 

面外せん断力 
NS 1604 24 0.759 

EW 3120 20 0.706 

注：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

 

 

 

 

図 2－3 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

　要素番号  3120

  軸力＋曲げモーメント＋面内せん断力

　ケース 18

　EW方向
　検定値：0.522

A

C

1 2

B

PN

　要素番号  3120

  面外せん断力
　ケース 20

　EW方向

　検定値：0.706

　要素番号  1604

  面外せん断力

　ケース 24
　NS方向

　検定値：0.759

　要素番号  1319

  軸力＋曲げモーメント＋面内せん断力

　ケース 24

　NS方向
　検定値：0.549
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（単位：kN/m） 

面外せん断力（NS方向，ケース 24） 

 

図 2－4 断面算定部位の選定に関する荷重組合せケースの応力コンター図 

 

 

PN



 

別紙4 杭の極限支持力及び極限引抜き抵抗力の設定 
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（参考資料１）杭の周面摩擦力を考慮しない鉛直支持力を用いた評価結果 
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1. 概要 

本資料は，Ⅴ-2-2-14「格納容器圧力逃がし装置基礎の耐震性についての計算書」に

おいて用いる杭の極限支持力及び極限引抜き抵抗力の設定方法を示すものである。 

 

2. 杭の極限支持力の設定 

格納容器圧力逃がし装置基礎（以下「装置基礎」という。）において，杭の極限支持

力は「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説」（（社）日本道路協会，平成

14 年 3 月）（以下「道路橋示方書」という。）に基づき，以下①及び②から設定する。 

 

①地盤から決まる極限支持力 

②杭体から決まる極限支持力 

 

2.1 地盤から決まる極限支持力 

地盤から決まる極限支持力の評価式を以下に，極限支持力の算定に用いる諸元と

算定結果を表 2－1 に示す。 

 

iidu fLUAqR   

 

ここで， 

uR ：地盤から決まる杭の極限支持力（kN） 

dq ：杭先端における単位面積あたりの極限鉛直支持力度（kN/m2） 

A：杭先端面積（m2） 

U ：杭の周長（m） 

iL ：周面摩擦力を考慮する層の層厚（m） 

if ：周面摩擦力を考慮する層の最大周面摩擦力度であり，杭の施工方法及び地

盤種別により，標準貫入試験の N 値及び地盤の粘着力を用いて定められる。

装置基礎に用いる場所打ち鋼管コンクリート杭では，施工時に鋼管の外周

面にグラウトを充填することから，地盤との摩擦面は場所打ち杭と同等で

ある。このため，𝑓は場所打ち杭工法の値を参考に，砂質土の場合は 5N

（≦200）（kN/m2），粘性土の場合は c 又は 10N（≦150）（kN/m2）とする（N

は標準貫入試験の N 値，c は地盤の粘着力）。ここで， N 値は装置基礎直下

地盤の地盤調査結果に基づき，各層の平均 N 値とする。場所打ち鋼管コン

クリート杭の施工手順を図 2－1 に示す。 

 

なお，周面摩擦力を考慮せずに設定した極限支持力を用いた鉛直支持力の評価結

果を（参考資料１）に示す。  



 

別紙 4-2 

 

  

図
2
－

1
 

場
所

打
ち

鋼
管

コ
ン

ク
リ

ー
ト

杭
の

施
工

手
順

 



 

別紙 4-3 

表 2－1 地盤から決まる極限支持力の算定に用いる諸元と算定結果 

項目 算定結果 

地盤から決まる極限支持力 Ru（kN） 24360 

杭先端における単位面積あたりの極限鉛直支持力度 qd（kN/m2） 6178 

杭先端面積 A（m2） 1.131 

杭の周長 U（m） 3.770 

周面摩擦力を考慮する層の 

最大周面摩擦力度 fi（kN/m2） 

新期砂層(1) 

（T.M.S.L.  9.5m～T.M.S.L.  7.3m） 
95 

新期砂層(2) 

（T.M.S.L.  7.3m～T.M.S.L. -3.5m） 
195 

古安田層 

（T.M.S.L. -3.5m～T.M.S.L.-10.6m） 
150 

西山層 

（T.M.S.L.-10.6m～T.M.S.L.-18.8m） 
150 
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2.2 杭体から決まる極限支持力 

杭体から決まる極限支持力の評価式を以下に，極限支持力の算定に用いる諸元と

算定結果を表 2－2 に示す。 

 

0.85PU ck c y sR A A    

 

ここで， 

P UR  ：杭体から決まる極限支持力（kN） 

ck  ：コンクリートの設計基準強度（kN/m2） 

cA  ：コンクリートの断面積（m2） 

y  ：鋼材の降伏点（kN/m2） 

sA  ：鋼材の断面積（m2） 

 

表 2－2 杭体から決まる極限支持力の算定に用いる諸元と算定結果 

項目 算定結果 

杭体から決まる極限支持力 RPU（kN） 49960 

コンクリートの設計基準強度σck（kN/m2） 24000 

コンクリートの断面積 Ac（m2） 1.039 

鋼材の降伏点σy（kN/m2） 325000 

鋼材の断面積 As（m2）＊ 0.08852 

注記＊：鋼管の腐食代 1mm を考慮した値 

 

 

2.3 杭の極限支持力 

杭の極限支持力を表 2－3 に示す。 

 

表 2－3 杭の極限支持力 

（単位：×103kN）  

地盤から決まる極限支持力 杭体から決まる極限支持力 杭の極限支持力 

24.4 50.0 24.0 
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3. 杭の極限引抜き抵抗力の設定 

装置基礎において，杭の極限引抜き抵抗力は「道路橋示方書」に基づき，以下①及び

②から設定する。 

 

①地盤から決まる極限引抜き抵抗力 

②杭体から決まる極限引抜き抵抗力 

 

3.1 地盤から決まる極限引抜き抵抗力 

地盤から決まる極限引抜き抵抗力の評価式を以下に，極限引抜き抵抗力の算定に

用いる諸元と算定結果を表 3－1 に示す。 

 

u UP P W   

U i iP U L f   

 

ここで， 

uP  ：杭の有効重量を考慮した地盤から決まる杭の極限引抜き抵抗力（kN） 

W  ：杭の有効重量（kN） 

UP  ：地盤から決まる杭の極限引抜き抵抗力（kN） 

U  ：杭の周長（m） 

iL  ：周面摩擦力を考慮する層の層厚（m） 

if  ：周面摩擦力を考慮する層の最大周面摩擦力度であり，杭の施工方法及び地

盤種別により，標準貫入試験の N 値及び地盤の粘着力を用いて定められる。

装置基礎に用いる場所打ち鋼管コンクリート杭では，施工時に鋼管の外周

面にグラウトを充填することから，地盤との摩擦面は場所打ち杭と同等で

ある。このため，𝑓は場所打ち杭工法の値を参考に，砂質土の場合は 5N

（≦200）（kN/m2），粘性土の場合は c 又は 10N（≦150）（kN/m2）とする（N

は標準貫入試験の N 値，c は地盤の粘着力）。ここで，N 値は装置基礎直下

地盤の地盤調査結果に基づき，各層の平均 N 値とする。場所打ち鋼管コン

クリート杭の施工手順については図 2－1 に示した通りである。 
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表 3－1 地盤から決まる極限引抜き抵抗力の算定に用いる諸元と算定結果 

項目 算定結果 

杭の有効重量を考慮した地盤から決まる極限引抜き抵抗力 Pu（kN） 17830 

地盤から決まる極限引抜き抵抗力 PU（kN） 17380 

杭の有効重量 W（kN） 454 

杭の周長 U（m） 3.770 

周面摩擦力を考慮する層の 

最大周面摩擦力度 fi（kN/m2） 

新期砂層(1) 

（T.M.S.L.  9.5m～T.M.S.L.  7.3m） 
95 

新期砂層(2) 

（T.M.S.L.  7.3m～T.M.S.L. -3.5m） 
195 

古安田層 

（T.M.S.L. -3.5m～T.M.S.L.-10.6m） 
150 

西山層 

（T.M.S.L.-10.6m～T.M.S.L.-18.8m） 
150 
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3.2 杭体から決まる極限引抜き抵抗力 

杭体から決まる極限引抜き抵抗力の評価式を以下に，極限引抜き抵抗力の算定に用

いる諸元と算定結果を表 3－2 に示す。 

 

PU y sP A  

 

ここで， 

P UP  ：杭体から決まる極限引抜き抵抗力（kN） 

y  ：鋼材の降伏点（kN/m2） 

sA  ：鋼材の断面積（m2） 

 

表 3－2 杭体から決まる極限引抜き抵抗力の算定に用いる諸元と算定結果 

項目 算定結果 

杭体から決まる極限引抜き抵抗力 RPU（kN） 28760 

鋼材の降伏点σy（kN/m2） 325000 

鋼材の断面積 As（m2）＊ 0.08852 

注記＊：鋼管の腐食代 1mm を考慮した値 

 

 

3.3 杭の極限引抜き抵抗力 

杭の極限引抜き抵抗力を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 杭の極限引抜き抵抗力 

（単位：×103kN）  

地盤から決まる 

極限引抜き抵抗力 

杭体から決まる 

極限引抜き抵抗力 
杭の極限引抜き抵抗力 

17.8 28.8 17.0 

 



 

（参考）1－1 

（参考資料１）杭の周面摩擦力を考慮しない鉛直支持力を用いた評価結果 

 

1. 概要 

装置基礎の杭の評価は，Ⅴ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」の補足説明資料

「地盤の支持性能について」に基づき，杭頭の発生軸力により評価を行っている。本資

料は，参考用に周面摩擦力を考慮しない極限支持力と杭先端軸力を用いて評価した結果

を示す。 

 

2. 評価方法 

杭の周面摩擦力を考慮しない極限支持力は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造

編）・同解説」（（社）日本道路協会，平成14年3月）に示される地盤から決まる極限支持

力の評価式のうち，周面摩擦力に関する項を無視した下式により算定する。 

 

pu dR q A  

 

ここで， 

puR ：地盤から決まる杭先端の極限支持力（kN） 

dq ：杭先端における単位面積あたりの極限鉛直支持力度（kN/m2） 

A：杭先端面積（m2） 

 

極限支持力に周面摩擦力を考慮しないため，鉛直支持力の評価には杭頭軸力ではなく

杭先端軸力を用いる。評価対象は，Ⅴ-2-2-13「格納容器圧力逃がし装置基礎の地震応

答計算書」の補足説明資料「格納容器圧力逃がし装置基礎の地震応答計算書に関する補

足説明資料」の別紙3－2「材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果」におい

て，杭頭の最大応答軸力が最も大きくなるケース3（地盤剛性－σ）のSs-2の杭番号

2401とする。 

  



（参考）1－2 

3. 評価結果 

杭先端の最大応答軸力及び評価結果を表3－1に示す。検定値が1.0を超えないことを

確認した。 

 

表3－1 杭先端の最大応答軸力及び評価結果  

杭 

番号 

杭先端の 

最大応答軸力 

（×103kN） 

杭先端における 

単位面積あたりの 

極限鉛直支持力度 

qd（kN/m2） 

杭先端 

面積 

A（m2） 

杭先端 

極限支持力 

Rpu（×103kN） 

検定値 

2401 5.03 6178 1.131 6.98 0.721 

 

 

101 701 1301 1901

201 801 1401 2001

301 901 1501 2101

401 1001 1601 2201

501 1101 1701 2301

601 1201 1801 2401

14600

1
5
1
0
0

杭番号（杭頭の要素番号）  

Y(EW)

X(NS)

Z
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